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日本で初めてプレディクティブ
ダイヤリングシステムを紹介

――まず、中尾さんとコールセンター業

界との出会いから教えてください。

中尾　私とコールセンターとの出会い
は CTC に在職していたときです。
　私の職歴は、新卒で日本NCR に入
社し、その後 CTC に転職、そして今
の会社と３つの時代があります。現在
まで 43 年間コンピュータ関連の営業
をやってきましたが、今振り返ると、
その間海外製品ばかり取り扱っており、

国産システムの販売に携わったことが
ありません。昔から国産のシステムと
はいつも競争になりました。海外の製
品は比較的価格弾力性がないのに対
し、国産勢は低価格で対抗してきます。
ですから、製品そのものよりも、その
システムの導入によってもたらされる経
営上のインパクトをどのように訴求する
かが苦心したところでした。「値段と性
能の勝負だけなら営業マンは要らな
い」とよく叱咤されてきました。
　そんな営業をやってきて、1990 年に、
米国のテレマーケティング製品を日本
に売り込みに来ていたときに、たまた
ま私に白羽の矢が立ち、その製品の
営業責任者になりました。当時は、コー
ルセンターという言葉はなく、テレマー
ケティングでした。私はテレマーケティ
ングとシステムがどう結び付くのか半信
半疑ながらも、面白いかもしれないと
思い、早速米国シアトルに勉強に行き
ました。行ってみてわかったのは、シ
ステム以前にまずマーケティングの基本
から勉強をしなければいけないという

ことで、これは今まで販売してきた製
品とは違うなと直感しました。つまり、
これは単なるシステム販売ではなく、
ユーザーサイドの今までのやり方を根
本的に変えていくというアプローチを
必要としていました。その年の10 月
に正式に担当になり、11 月には、当
時の日本テレマーケティング協会（現
在の日本コールセンター協会）が主催
していた展示会にいきなり出展しまし
た。その前日に記者発表会をしました
が、この種の製品としては異例の規模
の発表会になり、報道でも大きく取り
上げられたことを記憶しています。
　その頃の CTC は、ダウンサイジン
グをリードするサーバ製品やネット
ワーク時代を支えるルーター製品の売
り上げが急増していたときでした。そ
のため、それらの製品部門の売上は
どんどん上がっていました。そういう
売れ筋製品の営業部門を横目にしな
がら、ゼロからのスタートでしたが、
私がこのテレマーケティング製品を担
当して良かったと思うのは、独力で英

伊藤忠テクノサイエンス（略称：CTC、現在の伊藤忠テクノソリューションズ）で、プ
レディクティブダイヤリングシステム「Voicelink」（現在のMosaix）の日本での営業責
任者に抜擢されたのを機に、テレマーケティングと出会い、その後アルファコムを設
立して独立。2007年からは、韓国VOISTORE社の通話録音システム「Voistore」の
販売を中心に事業を展開。20年以上にわたり、一貫して海外のコールセンター関
連システムを日本のマーケットに紹介し続けている。

20 年以上、海外のコールセンター
関連システムを日本に紹介し続ける
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1990年CTC在籍時、日本に初めてプレディ
ティブ・ダイヤラーを紹介、アウトバウンド
のシステム市場を確立。1998 年アルファコ
ムを設立し代表取締役に就任、Mosaix の
拡販に努める。その後、CosmoCom 社の
IP-ACDシステムを通信キャリアに導入し、
日本初のクラウド・コンタクトセンターを構
築。2007 年からは通話 録音システム
「Voistore」を輸入販売。20年以上にわたり、
一貫して海外の最新システムを日本のマー
ケットに紹介し続けている。
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語の資料を参照し、日本向けのカタロ
グを作成したり、輸入からマーケティン
グ、販売、保守、運用までのすべてを
経験できたことです。

Voicelinkがテレビ朝日の生放送に
採用されたのを機に注目を集める

――そのとき扱ったテレマーケティン

グの製品はどのような製品ですか。

中尾　それは、プレディクティブダイヤ
リングシステムで、Voicelinkという製
品です。Voicelinkを販売するときに、

“プレディクティブ”という言葉を調べ
たら、“占い”とか“予言”と辞書に出
てくるので、そのまま製品名称にした
のでは具合が悪いということになりま
した。お客様の在宅率、電話に出る
確率を「予測」して「先行」的に発信
していくという意味から“予測先行発
信システム”という名前を付けて販売
したのですが、結局定着しないで、プ
レディクティブダイヤリングシステムが
一般的な名称になってしまいました。
今では PDS とも称されています。
　そのシステムの販売を日本で始めた
のですが、直ぐにはユーザーができず
に悩んでいました。ところが救いの手
が現れました。それはテレビ朝日のサ
ンデープロジェクトという番組で、田
原総一郎さんが生放送で採用してくれ
たことです。それを機に Voicelink の
知名度が一気に高まりました。
　91 年４月の都知事選では、新聞、
テレビなどのメディアでは磯村尚徳氏
が圧倒的に有利という報道をしていま
したが、サンデープロジェクトの生放
送で Voicelinkを使った調査では、鈴
木俊一氏が有利と出て、結果的には鈴

木俊一氏が当選しました。メディアや
評論家の推論を打ち負かしたシステム
ということで、Voicelink は支持率調
査や当落予測の調査に威力を発揮す
ることが知れ渡りました。それ以降、
ほとんどの調査が、面接調査ではなく
電話調査にシフトしていきました。
　調査のためのトークスクリプトも自
前で準備しました。最初のスクリプト
は統計学の先生と相談して作成し、「な
ぜ私のところに電話をかけてきたのか」
という質問に対し、「さいころを転がし
て偶然出た目と同じように、電話番号
を無作為に作り電話をかけています」
と言うような具合でした。それは、統

計学的に正しい説明なのですが、「さ
いころ？」と聞きなおされるので、そ
の後は独自のスクリプトに修正しまし
た。そして最終的には現在の RDD 方
式に発展していくことになります。
　アウトバウンドというと売込みや督促
などのイメージがあるのですが、私の
中では世論調査を一変させたシステム
という認識が強いです。

転勤話がきっかけでCTCを退
職して、アルファコム設立

――では、そういった中で、CTCを辞

めて、独立した理由を教えてください。

中尾　私のいた CTC という会社で
は、システム機器のマーケティングや
営業活動をしていましたが、サンデー
プロジェクトへの出演後は、全国の営
業担当者がお客様からこんなことを
言われました。「おたくは世論調査会
社なのに、サーバやネットワーク機器
も販売しているんだね…」——いかに
テレビの影響力が大きいものか知らさ
れたものでした。最初のこれらの経
験で、この世界が自分の性に合ってい
ると感じ、これからもこの道でやって
いきたい、やっていけると考えていま
した。ところが、そのようなときに転

勤の話が出たのです。97 年の年末の
ことです。それは大阪への転勤との
打診で、西日本のコールセンターの
マーケットを倍にしようという理由で
した。
　しかし、私はコールセンター市場の
意思決定プロセスは東京に集中してき
ており、我々の主戦場は東京であると
いう思いで反対でした。今でこそ西日
本のマーケットも大きくなってきました
が、当時は会社の考え方と合いません
でした。そこで、これを契機に CTC
を退職して、98 年にアルファコムを設
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立し、独立しました。

アルファコムでは、コールセンター
関連システムの輸入販売を展開

――では、アルファコムでの取り組み

を教えてください。

中尾　Voicelink は Mosaixと製品名
を変え、その後ルーセント・テクノロジー

（現アバイヤ）の一製品になりました。
　当時の米国 Mosaix社側から見ると、
日本の窓口は私だったんですね。その
担当であった私が CTCを辞めたら困る
ということで、アルファコムとエージェン
ト契約を結び、従来通りの活動をしてく
れるようにと申し出がありました。そし
てアルファコムの最初の仕事として、
Mosaix社の日本支社として活動が始ま
りました。お客様は元の会社でした。
会社設立後、挨拶にいってその経緯を
説明したら驚かれましたね。その後、
99 年に米国ルーセント・テクノロジーが
Mosaix社の買収を発表したので、日本
ルーセント・テクノロジーとの業務委託
契約に切り換え、Mosaix サポート業務
を継続していました。その翌年に、ルー
セント・テクノロジーがアバイアになった
のを機に契約を終了しました。通算 11
年間のダイヤラーとの付き合いでした。
　以上の業務と同時並行的に「海外
コールセンター視察団」を10 年に亘り
企画・催行してきました。これは CTC
時代から続けていたプロジェクトで、ア
ルファコムになってからも2003 年まで
実施して、毎回参加者の皆さんとともに
その成果を報告書にまとめてきました。
これは、参加していただいた延べ 300
人近くの方 と々最新のコールセンター体
験を共有できた貴重な体験でした。

　 そ の 後、2000 年 半 ば に 米 国
IP-PBX/ACDソフトの CosmoCom 社
と契約を結び、CosmoCom の日本支
社として、VoIP テクノロジーの販売活
動を開始しました。ただ、当時は、ま
だ IP の品質にも不安感があり、また、
ASP の利用形態も十分に理解されて
いるとも言い難く、販売フェーズには
程遠い状態でした。2001 年から本格
的に「ASP コンタクトセンターとは何
か」、「システムの所有から利用へのシ
フト」についての啓蒙・普及活動を開
始しました。今で言うクラウドという言
葉は未だない時代でした。そして、やっ
と 2002 年に最大手通信キャリアに
CosmoComをテスト導入することがで
きました。長く慎重なキャリアグレード
の試験工程を経て正式稼働に漕ぎ着
けたのは2004 年でした。2006年には、
CosmoCom Japanを設立して、アルファ
コムから分離しました。
　その間に、同じ通信キャリアの
IP-Centrex 向けのマーケティング・技
術支援のために SE を派遣したり、外
資系大手銀行のコールセンター運用支
援サービスをしたりもしていました。そ
の後、AVAYA 技術を中心とするテレ
フォニー系の SE サービスを提供して
いましたが、何か新たに取り扱える製
品がほしいと考え、いろいろと海外製
品を探していました。
　そんなときに、韓国の通話録音シス
テムメーカーのVOISTORE 社と出会
い、2007 年に代理店契約を結び、音
声通話録音システム「Voistore」の日
本でのマーケティング業務を開始しま
した。これが、当社が扱う初めてのア
ジア製品でした。この製品も知名度を

上げ、ブランド力を高める努力と期間
が必要でした。しばらくは販売に苦労
しましたが、2009 年頃から急速に売
れ始めました。2012 年には、Voistore
は国内で、累計１万席の販売を達成し
ました。Voistore は、より簡単で使い
やすい画面操作や音声認識など他の
アプリケーションとの連携が容易に行
えるのが特長で、多くのユーザーに支
持されています。

Voistoreの販売体制強化の先行投
資のために、アイケイ・グループに

――2010年末にアイケイの連結対象

会社になった経緯は。

中尾　MosaixにしてもCosmoComに
しても当社はエージェント的立場でし
た。しかし、Voistore は当社が日本の
総代理店なので、当社自体が 24 時間
365 日の全国ネットワーク保守網を含
めたすべてのサービスを提供しなけれ
ばなりませんでした。
　そのためには、人的資源を含めた積
極的な先行投資が必要なこともあり、
2010 年 12 月に生協ルートを通じた通
販代行事業などを手掛けるアイケイの
グループ会社になりました。私は、ファ
ウンダーという立場で、これまで通りア
ルファコムで、Voistore を中心としたコ
ンタクトセンターシステム事業を推進し
ています。
　今年度の販売目標は、これまで数年
かかって販売してきた１万席を、今年
度だけで１万席販売したいと考えてい
ます。今年７月には日本のVoistore 販
売パートナー会社様に韓国へ集結して
いただき、ソウルで意義深いパートナー
会議を開催することができました。
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ソーシャルメディア対応と全社
的コールセンターの実現に注目

――中尾さんの眼から見て来られた

コールセンター業界の流れを簡単に

振り返ってみてもらえますか。

中尾　コールセンターの流れを、以前
に作った資料をもとにお話すると、90
年の頃は、ボイスプロセッシングのテ
クノロジーを使ったテレマーケティング
と言われていた時代でした。その後、
コールセンターと呼ばれ、マルチチャ
ネル化でコンタクトセンターになり、
2000 年には IP コンタクトセンターに、
そしてASP や SaaS でオンデマンドコ
ンタクトセンターが登場しました。
　将来的には、コールセンターという
という特別な組織のないセンター作り
が目指されると思います。 “No-Center-
Call-Center”つまり、全社コールセン
ター化です。特殊な環境・設備や特殊
な技術がなければできないようなセン
ターでは顧客の期待に本当に応えるこ
とができないのではないかと思ってい
ます。全社がコールセンターになるた
めには、全社で対応できる支援ツール
と、誰でも電話対応できるような環境
を用意しなければなりません。
　実はこれは、まったく夢物語ではな
く、20 年前に米国の大手 CATV会社
を訪問した際に見聞した話です。「有
料放送が１分でも止まる事態が発生し
たらFCC（連邦通信委員会）ルールで、
全ての問い合わせに対し対応する義務
がある。コールセンターだけで対応し
きれない場合に、全社員が対応できる
措置をとること」。その仕組みを聞いて、
それは当たり前だけど凄いことだなと

感じました。それを実現するためには、
特殊な技術にこだわらず、全社共通の
インフラ作りが必要になります。日本で
も、オープン化の流れ、在宅化の流れ、
あるいはテレビショッピングでの全社対
応などが出て来ていますね。
――中尾さんからご覧になられた昔と

今のコールセンター業界の違いについ

て教えてください。

中尾　少し乱暴な言い方をすると、昔
は早い話、コールセンターは、どのよ
うに回していくかの効率が重視されて
いました。ところが、今は効率に対して、
効果を重視しています。その１つが、

音声認識などのテクノロジーを活用し
たお客様の声の分析です。私がやり始
めた頃は、分析系のシステムはありま
せんでした。ほとんどが統計データで
した。ですから、ROI は出しやすかっ
たのですが、今のほうが明確な結果
が出しにくいと思います。
――最後に、今後の取り組みについて

教えてください。

中尾　新しい取り組みとしては、短期
的にはソーシャルメディア対応をどうし
ていくのかということです。これは私だ
けでなく、皆さんがそう思われています。
私が 10 年以上前にセミナーで良くテー

マにしていたのは、E メール対応をどう
するかでした。当時は、E メールハンド
リングシステムがなぜ必要なのかが話
題でした。そのときと同じように、今は
ソーシャルメディア対応を皆さんが言い
始めていますが、実際には、まだ組織
的にやっているところはありませんね。
当時の E メール対応と同じように多く
ても数人で対応しているのが現状だと
思います。今は、コールセンターという
より、マーケティング部門が担当してい
るケースが多いようです。その辺りを今
後コールセンターでどのように組織的・
統一的に対応していくのかが課題に

なってきます。実は海外の展示会を見
に行ったりして情報収集していますが、
海外でもまだ確たるシステムがありませ
ん。ソーシャル情報の収集・分析まで
はあるようですが、そこから具体的な

「組織的対応」に落とし込むところがポ
イントになってきます。
　それから長期的には、永遠の課題
で すが、 先 程もお話したような、

“No-Center-Call-Center”つまり、特
別なコールセンターを持たない全社的
コーセンターを、在宅も含めて、どの
ように実現していくかです。

（聞き手：本誌編集長　菊池淳一）
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